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後発医薬品の使用促進について 
 

 

１ 後発医薬品について 

 ・ 後発医薬品（ジェネリック医薬品）は、研究開発に要する費用が低く抑えられることか

ら、先発医薬品に比べて薬価が安くなっており、後発医薬品を普及させることは、患者

負担の軽減や医療保険財政の改善に資するものとされている。 

このため、平成 25年 4月に厚生労働省において「後発医薬品のさらなる使用促進のた

めのロードマップ」が策定され、平成 29年 6 月には「2020 年 9月までに、後発医薬品の

使用割合を 80％とし、できる限り早期に達成できるよう、更なる使用促進策を検討する。」

と閣議決定された。 

 

２ 保険者別の使用割合の公表 

 ・ 後発医薬品の使用促進に向けて、厚生労働省において、2018 年（平成 30 年）９月診療分 

から毎年度９月・３月診療分の２回、保険者別使用割合の公表を実施。 

   （別紙１－１、２「保険者別後発医薬品使用割合（令和２年３月診療分）」参照） 

     

＜保険者別使用割合の推移＞ 

 Ｈ３０．９ Ｈ３１．３ Ｒ１．９ Ｒ２．３ 

岐阜県（国保平均） ７０．４％㊲ ７２．３％㊴ ７２．３％㊵ ７５．１％㊵ 

全 国（全体平均） ７２．５％ ７４．６％ ７４．９％ ７７．４％ 

     ※丸数字は全国順位 

 

       ＜後発医薬品差額通知の実施状況（岐阜県）＞ 

 

 

 

 

３ 令和２年度の取組み 

・ 後発医薬品の効果や安全性を伝える啓発物品を作成し、県内薬局を通じて来局者へ周知する。 

   【物品名】クリアファイル(A5 サイズ) 

   【作成数】５，１００部 

   【内 容】後発医薬品の安全性や経済性を訴えることで、使用促進を図る 

   【対象者】来局者 
    

岐阜県国保運営方針 第５章 ２（２）抜粋 

・市町村においては、被保険者の負担軽減にも繋がる後発医薬品の使用を促進することが 

必要であると考えています。 

＜主な取組例＞ 

 ・後発医薬品を使用した場合の自己負担差額通知の実施 

 ・後発医薬品希望カードの配布 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R１年度 

実施市町村数 38 41 41 42 42 

実 施 件 数 27,863 25,637 28,228 24,193 19,632 


